
地域医療構想に関する具体的
対応方針の協議について

資料３－１

1



具体的対応方針に係るこれまでの対応状況と今後の対応について

具体的対応方針の策定状況（平成30年度までに策定・協議済） 具体的対応方針の再検証要請（R2.1.17）に係る対応

公立病院
（新公立病院改革プラン
策定対象病院）

○「新公立病院改革プラン」の策定
○補足資料（県独自様式）の作成 ○「自医療機関のあり方について」（県独自

様式）の作成
※地域や医療機関によっては令和元年度末頃に１度協議を実施公的病院

（公的医療機関等2025
プラン策定対象病院）

○「公的医療機関等2025プラン」の策定
○補足資料（県独自様式）の作成

民間医療機関
（有床診療所含む）

○「2025年への対応方針」（県独自様式）
の作成

―

これまでの対応状況

国通知（R4.3.24）を踏まえた対応 具体的対応方針の再検証要請（R2.1.17）に係る対応

公立病院
（公立病院経営強化プ
ラン策定対象病院）

○「公立病院経営強化プラン」の策定
○補足資料（県独自様式）の再作成 ○「自医療機関のあり方について」（県独自

様式）の再作成
※再検証要請の観点も踏まえて、左記の具体的対応方針の策定、

検証等を行う。
公的病院
（公的医療機関等2025
プラン策定対象病院）

○「公的医療機関等2025プラン」の検証・
見直し

○補足資料（県独自様式）の再作成

民間医療機関
（有床診療所含む）

○「2025年への対応方針」（県独自様式）
の検証・見直し

―

今後の対応
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令和5年度における議論の進め方について

４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月 １月 ２月 ３月

地域保健医療対策協議会（地域医療構想調整会議）における議論の進め方（現時点のイメージ）

➢ 公的及び民間医療機関の具体的対応方針に関する協議
➢ 国から示された留意事項 等

各医療機関における対応方針の策定や検証、見直しに当たっての依頼事項等

【令和４年度】
➢ 地域医療構想部会において、地域医療構想に関するデータ等を踏まえた現状と課題等に関する議論、公立

病院が地域で担う役割、機能等に関する意見交換を実施

【令和５年度】
➢ 公立病院には、「公立病院経営強化プラン」について、令和４年度に実施した地域で担う役割・機能等に

関する意見交換を経て策定作業いただいたプランの最終案を地域医療構想部会で説明をお願いする。

➢ 公的病院には、将来の医療需要や地域の実情等を踏まえ、検証、必要に応じた見直しを行った具体的対応
方針について、地域医療構想部会で説明をお願いする。

➢ 民間医療機関には、将来の医療需要や地域の実情等を踏まえ、具体的対応方針の検証、必要に応じた見直
しを依頼し、検討結果が地域医療に影響がある内容等であれば適宜地域医療構想部会で説明をお願いする。

➢ 協議については、地域医療構想部会において専門的な協議を行った上で、本会に報告（協議）を行う。

➢ 公立病院経営強化プランに関する協議 等

第１回 第２回
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【事務局からの説明】
➢ 具体的対応方針の検討・更新結果に関する全体の状況について説明

【医療機関からの説明】
➢ 公的医療機関及び医療機能の変更等の検討を行っている医療機関で地域への説明が必要な民間

医療機関を対象に説明を依頼
◯公的医療機関：群馬中央病院、済生会前橋病院、前橋赤十字病院、

群馬大学医学部附属病院
◯民間医療機関：なし

■主な説明の観点 ※説明用資料はスライド2でお示しした資料

➢ 将来の医療需要等を見据えた病床数、病床機能について
➢ 病床機能報告における医療機能の選択の考え方について
➢ 地域における役割、他医療機関との連携について
※ 公的医療機関においては、国による再検証に係る分析の観点（「自医療機関のあり方について」）も踏まえ説明を依頼

具体的対応方針に係る説明について

具体的対応方針に関する協議について

地域医療構想部会における協議の観点

➢ 説明いただいた医療機関の具体的対応方針やその他の医療機関の対応方針が、将来の医療需要
や地域の役割分担・連携等を踏まえた内容となっているか。

➢ その上で、今後、地域で不足する機能やさらなる役割分担・連携が必要な領域等はないか。
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公立・公的医療機関に係る具体的対応方針①

高度急性

期
急性期 回復期 慢性期 休棟中等

高度急性

期
急性期 回復期 慢性期

高度急性

期
急性期 回復期 慢性期

独立行政法人国立病院機構沼田病院 公的 175 106 55 14 175 120 55  14

・地域的特徴として、独居・高齢家族が多く、入院の長期化・在宅での自立を望む患者が多いことから地域包括ケア病棟として２０１６年６月に既に対応済み。

・当院では、急性期患者の受入の他に、急性期医療機関から回復期への受入、院内急性期から回復期への転床、介護施設から回復期への受け入れ体制と、あらゆる病期に対応できる病床機能を強化・

確立するうえで、急性期と回復期の機能を維持することとする。

合計 合計

廃止

介護保険

施設等へ

の移行

合計

１．基本情報 ２．病床について

医療機関名

現在（A） 将来（2025年）（B） 差（B-A）
2025年に向けた病床活用の見通し等

※公立：公立病院経営強化プランの概要「経営強化プラン最終年度における当該病院の具体的な将来像」から抜粋

※公的：公的医療機関2025プラン「今後持つべき病床機能」から抜粋
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公立・公的医療機関に係る具体的対応方針②

１．基本情報

がん 脳卒中
心血管疾

患
糖尿病 精神疾患 在宅医療 救急 災害 へき地 周産期 小児 がん 脳卒中

心血管疾

患
糖尿病 精神疾患 在宅医療 救急 災害 へき地 周産期 小児

独立行政法人国立病院機構沼田病院 21

内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、糖尿病・内分泌内科、神経内

科、外科、消化器外科、乳腺外科、整形外科、整形外科、脳神経外科、小児

科、皮膚科、泌尿器科、婦人科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、放射

線診断科、放射線治療科、麻酔科

◯ ○ ○ ○ ◯ ◯ ◯ ◯ ○ ○ ○ ◯ ◯ ◯

診療科一覧

現在 将来（2025年）

３．医療機能について

医療機関名
診療科

目



民間医療機関等に係る具体的対応方針①

１．基本情報

高度急性

期
急性期 回復期 慢性期 休棟中等

高度急性

期
急性期 回復期 慢性期

高度急性

期
急性期 回復期 慢性期

利根中央病院 253 38 140 75 253 38 140 75

医療法人社団ほたか会　群馬パース病

院
199 55 144 199 55 144

医療法人大誠会内田病院 99 49 50 99 49 50

沼田脳神経外科循環器科病院 84 84 84 84

医療法人　高徳会　上牧温泉病院 76 40 36 76 40 36

医療法人パテラ会　月夜野病院 72 32 40 72 32 40

医療法人　久保産婦人科医院 11 11 11 ▲ 11

医)順愛会　角田外科医院 19 19 19 19

医療法人社団日高会白根クリニック 19 19 19 19

医療機関名

現在（A） 将来（2025年）（B） 差（B-A）

2025年に向けた病床活用の見通し合計 合計

廃止

介護保険

施設等へ

の移行

２．病床について

合計

現在の形を踏襲する見込み。

今後も人工透析医療又内科・泌尿器科診療を提供していく。

今後も急性期医療と慢性期医療を提供するケアミックス病院として、急性期医療を終えた患者様の受入れを行い、機能回復を図り、在宅復帰を目指すとともに、在宅復帰が困難な患者様や在宅系施設か

らの紹介受入れを継続し、現在の一般病棟と地域包括ケア病床、療養病棟を維持していきます。

認知症を中心とした地域の高齢者医療を担っていく。認知症の急性増悪への対応や介護者の負担軽減(レスパイトケア)、また、認知症以外にも、在宅や施設で療養する高齢者、障害者、難病患者、近隣

病院で急性期治療を終えた患者などの治療やリハビリテーション、終末期など、地域で発生する様々な医療ニーズに対し幅広く対応できるようにし、これらの方々が住み慣れた地域で安心して暮らせる

ようサポートしていく。

へき地を含んだ北毛地域における脳卒中・循環器病対策の拠点病院となるべく、一次脳卒中センター機能や心疾患に対する専門医療提供体制を維持する。さらに今後はハイケアユニットや脳卒中ケアユ

ニットの整備も視野に入れ、急性期病床のさらなる機能強化を目指す。リハビリテーションにおいては、急性期のリハビリテーションはもとより訪問リハビリテーションや通所リハビリテーションと

いった在宅リハビリテーションについても引き続き注力する。

　今後も人工関節手術及びリハビリテーションを提供していくとともに、実質的に回復期機能を担っている療養病棟を地域包括ケア病棟とし、リハビリテーション機能の充実、在宅や併設施設等からの

迅速な受け入れを通して地域包括ケアシステムの一翼を担っていく。

今後も地域の中核病院として救急医療の提供をしていくとともに、救急医療を終えた患者に対するリハビリテーションを継続的に提供する。

高度急性期から回復期までの病床を活用する。

急性期医療を中心とし地域包括ケア病棟・回復期リハビリテーション病棟は回復期機能として活用する。

各病棟におけるリハビリテーション機能の充実を図る。

資料３－３



民間医療機関等に係る具体的対応方針②

１．基本情報

利根中央病院 34
内科、小児科、外科、整形外科、産婦人科、眼科、脳神経外科、泌尿器科、リ

ハビリ科、病理診断科、麻酔科、放射線科等
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

リハビリテーション、地域包括ケア、

感染症（コロナ等）

医療法人社団ほたか会　群馬パース病

院
8

内科。外科。循環器科。リハビリテーション科、皮膚科、泌尿器科、精神科、

麻酔科
○ ○ ○ ○

リハビリテーション、人間ドック・生

活習慣病予防健診・オーダーメイド基

準値健診等各種健康診断.予防接種

○ ○ ○ ○ 透析

医療法人大誠会内田病院 11
内科・老年内科・小児科・肛門外科・外科・消化器内科・循環器内

科・呼吸器内科・皮膚科・リハビリテーション科・麻酔科
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 認知症、リハビリテーション ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ リハビリテーション

沼田脳神経外科循環器科病院 19

脳神経外科、脳神経内科、脊椎・脊髄外科、心臓血管外科、循環器外科、循環

器内科、外科、内科、腎臓内科、消化器外科、消化器内科、眼科、整形外科、

リハビリテーション科、放射線課、婦人科、リウマチ科、救急科、麻酔科

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
リハビリテーション、人工透析、人間

ドック等健康診断
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

上記と同様、他にリハビリを充実し在

宅復帰を促進する。

医療法人　高徳会　上牧温泉病院 3 内科、整形外科、リハビリテーション科 ○ ○ ○ ○ ○ リハビリテーション ○ ○ ○ ○ ○
リハビリテーション、人間ドック等健

康診断

医療法人パテラ会　月夜野病院 16

内科、呼吸器内科、消化器内科、胃腸内科、糖尿病内科、内分泌内科、内視鏡

内科、外科、肛門外科、整形外科、脳神経外科、アレルギー科、リウマチ科、

皮膚科、リハビリテーション科、眼科

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
リハビリテーション、人間ドック等健

康診断
○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

透析、回復期リハビリテーション、地

域包括ケア病床、医療療養病棟、訪問

診療

医療法人　久保産婦人科医院 1 産婦人科 ○ ○ ○ ○ ○ ○

医)順愛会　角田外科医院 6 外科、整形外科、リハビリテーション科、内科、内視鏡科、皮膚科 ○ ○ ○ リハビリテーション、健康診断 ○ ○ ○

医療法人社団日高会白根クリニック 2 内科・泌尿器科 〇 〇
人工透析・健康診断（個人・事業所・

市委託）等
〇 〇 リハビリテーション

心血管疾

患
糖尿病 精神疾患

３．医療機能について

医療機関名
診療科

目
診療科一覧

現在 将来（2025年）

「その他」具体的内容救急 災害 小児 その他その他 「その他」具体的内容 がん 脳卒中がん 脳卒中
心血管疾

患
在宅医療 救急 災害 へき地 へき地 周産期糖尿病 精神疾患 在宅医療周産期 小児
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【沼田病院の基本情報】 

 

医療機関名：独立行政法人国立病院機構沼田病院 

 

開設主体：独立行政法人国立病院機構 

 

所在地：群馬県沼田市上原町１５５１－４ 

 

 

許可病床数：１７９床 

（病床の種別）一般１７５床、感染４床 

 

（病床機能別）急性期１１０床、回復期５５床、休棟１４床 

 

 

稼働病床数：１６５床 

（病床の種別）一般１６１床、感染４床 

 

（病床機能別）急性期１１０床、回復期５５床 

 

 

診療科目：内科、呼吸器内科、循環器内科、消化器内科、糖尿病・内分泌内科、神経内科、

外科、消化器外科、乳腺外科、整形外科、整形外科、脳神経外科、小児科、 

皮膚科、泌尿器科、婦人科、耳鼻咽喉科、リハビリテーション科、 

放射線診断科、放射線治療科、麻酔科 

 

 

職員数： 

 ・ 医師   １０名 

 ・ 看護職員 ８４.２４名 

 ・ 専門職  ３７.２７名 

 ・ 事務職員 ２２.８２名 
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【１．現状と課題】 

 

①  構想区域の現状 

 

・沼田構想区域は群馬県北部に位置し、県内１０圏域の中で面積は１番広く県全体の２７．

７％を閉めている。人口は１０圏域のうち７番目に少なく年々減少している中で、６５

歳以上の人口は年々増加傾向にあり高齢化率が高い地域になっている。２０２５年にお

ける将来推計人口は２０１３年と比較すると１３．１％減少する一方で、７５歳以上の

人口は１０．６％増加すると見込まれる。 

 

・医療施設数は７病院、有床診療所は４施設。既存病床数は基準病床数６２７床より３３

１床の過剰状態。なお精神病床・結核病床は未整備となっている。 

 

・一日に医療機関を受診する患者数については、人口１０万人当たりで比べると、県全体

と比較して入院は５９人多いが、外来は６０７人少ない状況となっている。 

 

・疾患別患者の割合では、循環器系の疾患の患者割合が最も高く県平均を４．５％上回っ

ている。死亡数の死因別構成では、県全体と概ね一致しており、悪性新生物が最も高い

２６．２％となっている。 

 

・入院患者の他圏流出患者割合は２９．９％で、渋川医療圏への流出が１５．８％と最も

高くなっている。また他圏からの流入患者割合は１６．９％であり、こちらも渋川医療

圏からの流入が最も多かった。なお、外来患者の自足率は９１．２％であり構想区域内

での完結率が高い状況になっている。 

 

 

②  構想区域の課題 

 

・沼田構想区域における報告病床数を現状病床数と２０２５年必要病床数で比較すると、

慢性期は２２８床に対して１８２床で４６床不足であり、高度急性期も６９床に対して

３８床で３１床不足している。しかし回復期は２５１床に対して２５６床でやや過剰で

あり、急性期は３１３床に対して５０６床と１９３床過剰となっているため、バランス

のとれた病床構造の実現に向けて連携の強化や調整が必要となることが予想される。 

 

・当圏域の既存病床数では精神病床・結核病床が未整備となっているが、精神病床が未整

備となっていることについては当圏域の課題の一つとなっている。 

 

・小児科医療の需要は増加しているが、全国的な小児科医師不足と同様に当圏域において

も小児科専門医師の不足であり、夜間及び休日に救急患者を診療する小児科医療体制を

維持することが困難な状況となっている。 

 

・在宅医療の医療需要については、２０１３年度の５２６．８人／日に対し２０２５年に

は６２９．６人／日と１９．５％増加となることが見込まれるため、かかりつけ医と訪

問看護ステーション間の連携促進、看取りへの対応力強化が必要となっている。 

 

・当圏域における高齢化の進展、医療需要の高度化・多様化に対応した医療施設機能の体

系化を図るとともに、人口減少が顕著な中山間地域について、各地域の実状に応じた保

健・医療の確保を併せて検討する必要がある。 
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③ 自施設の現状 

 

・「心のこもった質の高い医療を行う病院」を基本理念に掲げ、利根沼田地区の医療センタ

ーとして、がん・循環器疾患の高度先駆的医療を推進すると共に、チーム医療の促進、

地域の医師をはじめとした医療従事者の教育研修を行い、地域における医療の質の向上

を積極的に取り組んでいる。 

 

・がん治療については「がん診療連携推進病院」として、胃・大腸・乳がんの集学的治療

を行っている。 

 

・循環器疾患・呼吸器科疾患・糖尿病等の検診・治療を推進、県より指定を受けている

「へき地医療拠点病院」として巡回診療車によるへき地医療を実施、「断らない医療」を

目標に救急患者の受入を積極的に行っている。 

 

・急性期医療の他にも在宅復帰を目的とする地域包括ケア病棟も有し受入体制の強化を図

っている。 

 

・地域では唯一の２類感染病床を有し、感染予防の指導的立場としても地域の中心的存在

である。 

 

・災害発生時には「災害拠点病院」として地域で重要な役割を担っている。 

 

 

 

④ 自施設の課題 

 

・消化器系疾患（悪性新生物を含む）に強みを持っているものの、他の急性期病院と比較

すると、医師数、患者数、複雑性などが十分と言えない。現在は疾患で棲み分けをして

いるが、今後の急性期機能の在り方は課題のひとつである。 

 

・呼吸器専門医医師の不足により、肺炎等の肺疾患をカバーできず強化も図れない。 

 

・医師１人体制の診療科が多く急患対応が十分でない。また、診療科の標榜はしているも

のの週１回の非常勤医師（派遣）で対応しているため、入院患者の確保ができない診療

科が多い。 

 

・赤字運営が続いているため資金余力がなく、設備や医療機器の老朽化が顕著で修理・修

繕で賄い、使用不能間近まで更新が厳しい状況である。また、２０１６年４月に病棟を

更新築したものの、その他の治療棟や外来管理棟の老朽した既存建物までは更新計画が

進められない状況である。 
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【２．今後の方針】 ※ １．①～④を踏まえた、具体的な方針について記載 

①  地域において今後担うべき役割 

 

○医師確保による診療機能の充実 

 

・呼吸器（または総合内科）医師確保による肺炎等の肺疾患治療の強化 

 

・整形外科医師増員による、救急患者の受入と手術件数の増 

 

・消化器内科、外科医師増員による受入強化 

 

・麻酔科医師確保による安定した手術件数の確保 

 

○引き続き、へき地医療や災害拠点病院として地域の中心的役割を担う。 

 

○近隣の利根中央病院・沼田脳神経外科循環器科病院と引き続き連携を強化しながら急性

期から回復期を担い、その他の慢性期病院とも連携して構想区域内での地域完結を維持

していく。 

 

②  今後持つべき病床機能 

 

・地域的特徴として、独居・高齢家族が多く、入院の長期化・在宅での自立を望む患者が

多いことから地域包括ケア病棟として２０１６年６月に既に対応済み。 

 

・当院では、急性期患者の受入の他に、急性期医療機関から回復期への受入、院内急性期

から回復期への転床、介護施設から回復期への受け入れ体制と、あらゆるタイミングで

当院の病床が機能できるように体制を強化・確立する。 

 

③  その他見直すべき点 

 

・急性期患者の受入としては従来どおりの対応としたいが、昨今の構想区域内の人口減少

や高齢者の増加、２０２５年における地域構想の急性期病床の必要数を考慮し急性期病

床１１０床を５５床減らした５５床とし、患者動向に合わせ回復期患者への対応をより

手厚くできたらと考えている。 

 

・高齢者の増加に伴い認知症患者も増加する見込みであり、認知症に対応できる医師の確

保または教育を進めなければならない。なお、看護師については研修の受講を推進して

おり対応できる体制を構築している。 

 

  ・現在使用しているＲＩ装置については、経年劣化により場合によっては故障時の修理に

対応できなくなる可能性が高い。しかし、使用頻度が非常に低いこと、非常に高額であ

ること、また更新するためには建物整備も伴うことから当院での更新は不可能と考えて

おり、使用不能となった場合には渋川医療センターに検査依頼を行うしかない状況であ

る。 

 

  ・リニアックについては、平成２３年に更新しているが放射線治療医が欠員となったこと

で治療件数が大幅に減少したため、平成３１年３月をもって受け入れを停止している。 
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【３．具体的な計画】 ※ ２．①～③を踏まえた具体的な計画について記載 

 

① ４機能ごとの病床のあり方について 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（平成28年度病床機能報告） 

 将来 

（2025年度） 

高度急性期    

急性期 １１０  ５５ 

回復期 ５５ → ５５ 

慢性期    

（合計） １６５  １１０ 

 

 

 ＜年次スケジュール＞ 

 取組内容 到達目標 （参考） 

関連施策等 

2017年度 

 

 

 

自施設の役割について地

域医療構想調整会議にお

いて関係者と会議 

 

 

 

 

 

自施設の今後の病床の在り方を 

検討 

 

 

 

2018年度 

 

 

 

協議の結果を踏まえ必要

に応じて見直しを図る 

 

 

 

 

 

現状機能を基本としつつ、必要 

に応じて見直し、診療機能の充

実を図る。 

 

 

 

2019～2020

年度 

 

 

現状機能を基本としつつ

、診療機能の充実を図る 

 

 

 

 

 

  

医師確保、医療機器更新 

 

 

2021～2023

年度 

 

 

現状機能を基本としつつ

、診療機能の充実を図る 

 

 

 

 

 

 

 

医師確保、医療機器更新 

 

 

 

第

７

次

医

療

計

画 

第７期 

介護保険 

事業計画 

２
年
間
程
度
で 

集
中
的
な
検
討
を
促
進 

第８期 

介護保険 

事業計画 
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② 診療科の見直しについて 

 検討の上、見直さない場合には、記載は不要とする。 

 

 ＜今後の方針＞ 

 現在 

（本プラン策定時点） 

 将来 

（2025年度） 

維持 

 

現状維持 → 

 

今ある診療科を基本とする。 

新設  → 

 

廃止 

 

→  

変更・統合 

 

→ 

 

 

 

③ その他の数値目標について 

 

医療提供に関する項目 

・ １日平均入院患者数：９０人   

・ １日平均外来患者数：１７０人 

・ １人１日当たり入院診療点数：４，２００点 

・ １人１日当たり外来診療点数：１，３２５点 

経営に関する項目＊ 

・ 人件費率：５６％ 

・ 医業収益に占める人材育成にかける費用（職員研修費等）の割合：０．１８％（本部で

負担している研究研修費は含まない）    

 その他： 

 

 

 

＊地域医療介護総合確保基金を活用する可能性がある場合には、記載を必須とする。 

 

【４．その他】 

（自由記載） 



資料３－４②

【補足資料】 【時点：令和５年８月時点】

１　地域において担う役割について （該当するものに○）

２　病床の機能ごとの方針について （病床機能ごとの病床数）

糖尿病 精神 ○ 在宅医療

○ へき地

○ 心血管疾患 ○

周産期 ○ 小児

急性期 回復期

休棟中等

179床 110床 55床 14床

○ 災害
将来

(2025年)
○ がん 脳卒中

○ 救急

○

慢性期

廃止
介護保険施設
等への移行

110床 55床 55床 69床

慢性期
将来

(2025年)

現在
○ がん 脳卒中

○ 災害○ 小児

在宅医療心血管疾患 ○ 糖尿病 精神

○ へき地救急 周産期 ○

合計 高度急性期

・現在と将来（2025年）における病床の方針（予定）

現在

合計 高度急性期 急性期 回復期

・現在と将来（2025年）における、地域で担う役割（予定）

「公立病院経営強化プラン」･「公的医療機関等
　2025プラン」における医療機能等について

病院名 　独立行政法人国立病院機構沼田病院

所在地 　群馬県沼田市上原町１５５１－４

プランの別
(いずれかに○)

公立病院経営強化プラン ○ 公的医療機関2025プラン



資料３－４③ 

自医療機関のあり方について 
 

医療機関名 独立行政法人国立病院機構沼田病院 
 

① 現在の地域の急性期機能や人口とその推移等、医療機関を取り巻く環境を踏まえ、2025

年を見据えた自医療機関の役割の整理 

 ※周囲に医療機関が無く引き続き急性期機能を担う必要がある場合や、今回の分析対象となっていな

い診療領域に特化しており引き続き急性期病床が必要である場合等については、当該項目で記載願

います。 
 

ア 分析の対象とした領域（がん,心疾患,脳卒中,救急,小児,周産期,災害,へき地,研修・派遣機能） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ 分析の対象外の領域等 

※ア以外の領域（アのうち、分析の対象とならなかった疾患を含む。（例えば、がんのうち、血液系が

んや皮膚系がん等）） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

●心筋梗塞等の心血管疾患 

 近隣病院での急性期医療が一段落した患者を引き継いだ急性期、回復期医療の受け皿となってい

る。 

●脳卒中 

現在常勤医師が不在。近隣病院での急性期医療が一段落した患者を引き継いだ急性期、回復期医療

の受け皿となって、脳血管リハビリテーション等で対応している。 

●救急医療 

 沼田保健医療圏の第二次救急医療機関として病院群輪番制病院及び救急告示医療機関に指定され

ており、24時間 365日救急搬送の受入れに応じることができる体制を維持している。 

●小児医療 

 小児科が多いとは言えない地域で、指定小児慢性特定疾病医療機関及び指定自立支援医療機関（精

神通院医療）の役割も行いながら小児医療を行っている。また乳幼児検診においては、当院小児科医

師が沼田保健医療圏内の市町村へ出向して検診業務を行っている。 

●研修・派遣機能 

 協力型臨床研修病院として研修医の受入れを行っている。 

●へき地 

 へき地医療拠点病院として、月４回２０地区の巡回診療業務を行っている。 

●感染症 

 沼田保健医療圏唯一の第二種感染症指定医療機関として新型コロナウイルス感染症患者等の受入

れを行っている。現在は感染症病床を含む１病棟全てを新型コロナウイルス感染症患者受入用病棟

としている。 



② 分析の対象とした領域ごとの医療機能の方向性 

※該当する領域について、他の医療機関との機能統合や連携、機能縮小等医療機能の方向性を記載願

います。 

 

③ ①及び②を踏まえた機能別の病床数の変動 

具体的対応方針の作成当初の現在(H29病床機能報告)   見直し後の現在（2023年） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

具体的対応方針の作成当初の将来 (2025年)         見直し後の将来(2025年) 

 

 

 

 

 

 

領域 医療機能の方向性 

がん 

群馬県がん診療連携推進病院としてがん診療連携拠点病院と連携し、後方支援病

院として当該地域に暮らす対象患者の看取りを含めたフォローアップを拡充して

いく。 

心疾患 現状機能を継続する。 

脳卒中 現状機能を継続する。 

救急 近隣病院との連携を強化しながら引き続き救急患者の受け入れを行っていく。 

小児 現状機能を継続する。 

災害 
発災時における事業継続の強化とともに、災害拠点病院としての機能の向上・充

実を図り、ＤＭＡＴ隊等を編成し被災地の支援も併せて行っていく。 

へき地 
国から継承したへき地医療を更に充実させ、山間部等過疎地で暮らす人々が安心

して生活できるよう、医療の提供を継続して行っていく。 

研修・派遣機能 現状機能を継続する。 

  介

護

施

設

等 

計 

高
度
急
性
期 

急

性

期 
 

回

復

期 

慢

性

期 

休

棟

等 

179 

床 

0 

床 

110 

床 

55 

床 

0 

床 

14 

床 

0 

床 

 

  介

護

施

設

等 

計 

高
度
急
性
期 

急

性

期 
 

回

復

期 

慢

性

期 

休

棟

等 

179 

床 

0 

床 

110 

床 

55 

床 

0 

床 

14 

床 

0 

床 

 

  介

護

施

設

等 

計 

高
度
急
性
期 

急

性

期 
 

回

復

期 

慢

性

期 

休

棟

等 

179 

床 

0 

床 

110 

床 

55 

床 

0 

床 

14 

床 

0 

床 

 

  廃

止 

介

護

施

設

等 

計 

高
度
急
性
期 

急

性

期 
 

回

復

期 

慢

性

期 

110 

床 

0 

床 

55 

床 

55 

床 

0 

床 

0 

床 

0 

床 
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                                  資料３－４ ④        

（様式第２号） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

沼田病院 

病床機能再編計画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

作成日：令和５年８月 策定 

 

独立行政法人国立病院機構沼田病院 
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１ 病床機能再編医療機関の概要（作成日時点） 

 

医療機関名称 独立行政法人国立病院機構沼田病院 

開設主体 独立行政法人国立病院機構  

所在地 群馬県沼田市上原町 1551-4  

構想区域 沼田医療圏域（二次）利根沼田医療圏域（二．五次）  

許可病床数 

総許可病床数１７９床 

急性期１１０床（感染症４床），回復期５５床 

休棟等１４床 

最大使用病床数 

（※1） 

施設全体の最大使用病床数８９床 

 

病床稼働率（※2）   急性期３３．０９％,回復期４６．０９％ 

標榜診療科 

内科，呼吸器内科，循環器内科，消化器内科，糖尿病・内分泌内科 

神経内科，外科，消化器外科，乳腺外科，整形外科，脳神経外科 

小児科，皮膚科，泌尿器科、婦人科，耳鼻咽喉科，ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 

放射線診療科，放射線治療科，麻酔科 

職員数 １２６人（非常勤含１５４．３３人）       

（ 医  師 ） １０人            

（看護職員）         ７７人（非常勤含８４．２４人） 

（専 門 職） ２９人（非常勤含３７．２７人）            

（事務職員） １０人（非常勤含２２．８２人）            

※1：直近の病床機能報告で報告した病床数をご記入ください。 

※2：病床稼働率（％）＝（直近の病床機能報告で報告した当該病床機能の病棟の年間の在棟

患者延べ数（人）／当該病床機能の病棟の総許可病床数）÷365日 

           ×100 

 

２ 構想区域における現状と課題 

 

① 沼田構想区域の病床機能別病床数 

令和 3年度病床機能報告による沼田構想区域病床数は、現状病床数と２０２５年必要病床 

数で比較すると、慢性期は２２８床に対して１８２床で４６床不足であるが、急性期は３ 

１３床に対して５０６床で１９３床過剰であるためバランスのとれた病床構造の実現に向 

けて連携の強化や調整が必要となることが予想される。 

 

② 自施設の課題 

・当院はがん診療連携拠点病院の指定を受けているが、２０１７年３月末で放射線治療医が

定年退職となり常勤医師確保の目処が立っていない。 
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・呼吸器専門医医師の不足により、肺癌等の肺疾患をカバーできず強化も図れない。 

・医師１人体制の診療科が多く急患対応が十分でない。また、診療科の標榜はしているもの

の週１回の非常勤医師（派遣）で対応しているため、入院患者の確保ができない診療科が

多い。 

・大学からの消化器内科医の派遣中止に伴い、消化器疾患に対して十分な対応が出来なくな

っている。 

 

３ 病床機能再編計画の概要 

 

・地域的特徴として、独居・高齢家族が多く、入院の長期化・在宅での自立を望む患者が多

いことから、２０１６年６月に地域包括ケア病棟５５床を開棟し、急性期医療機関から回

復期への受入、院内急性期から回復期への転床、介護施設から回復期への受け入れ体制を

整えている。また、急性期患者の受入は従来どおり対応したいが、昨今の構想区域内の人

口減少や高齢者の増加、常勤医師減少に伴う入院患者数の減少、２０２５年における地域

構想の急性期病床の必要数を考慮し急性期病床１１０床を５５床減らした５５床とし、患

者動向に合わせ回復期患者への対応をより手厚くできたらと考えている。 

 

（１）病床機能再編後の具体的診療体制 

 

 現状の３個病棟１７９床を２個病棟１２４床とする。２階病棟は地域包括ケア病棟５５床と 

し、４階病棟は感染症病床を含む一般急性期病棟５５床とする（１４床は休棟）。 

  

 ＜今後の機能別病床数＞ 

 現在  変更後 

高度急性期    

急性期 １１０  ５５ 

回復期 ５５ → ５５ 

慢性期    

休棟 １４ １４ 

（合計） １７９  １２４ 

 

外来診療の変更予定は無く、標榜診療科は下記のとおり。 

標榜診療科 

内科，呼吸器内科，循環器内科，消化器内科，糖尿病・内分泌内科 

神経内科，外科，消化器外科，乳腺外科，整形外科，脳神経外科 

小児科，皮膚科，泌尿器科、婦人科，耳鼻咽喉科，ﾘﾊﾋﾞﾘﾃｰｼｮﾝ科 

放射線診療科，放射線治療科，麻酔科 
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（２）病床機能再編完了予定年月日 

 病床機能再編完了予定年月日 令和６年４月１日 

 



地域医療構想に関する
留意事項について

資料３－５
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地域医療構想に関する留意事項と対応について

留意事項 対応

１

公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証要請に
関する対応（R2.1.17国通知）
➢ 国の分析結果を踏まえた上で、再検証対象医療機関

に該当する医療機関を中心に、公立・公的医療機関
等の具体的対応方針について再検証するとともに、
地域全体の医療提供体制について議論を尽くすよう
国から要請された。

➢ 全公立・公的病院から検証後の具体的対応方針及
び「自医療機関のあり方について」（様式）の説
明及び地域保健医療対策協議会（地域医療構想調
整会議）における協議

２

病床機能報告と地域医療構想の病床の必要量の差異に関
する対応（R5.3.31国通知）
➢ 病床機能報告上の病床数と将来の病床の必要量につ

いて、データの特性だけでは説明できない差異が生
じている（※）構想区域においては、当該構想区域
の地域医療構想調整会議においてその要因の分析及
び評価を行い、その結果を公表するよう国から要請
された。

➢ 病床機能報告と地域医療構想の病床の必要量の違
い（データの特性）に関する整理

➢ 定量的な基準による分析
➢ 多角的な観点の分析・取組

３

年度目標の設定について（R5.3.31国通知）
➢ 具体的対応方針の策定率（医療機関で作成した具体

的対応方針を地域医療構想調整会議で合意したも
の）の年度目標を設定するよう国から要請された。

➢ 令和５年度中に地域保健医療対策協議会（地域医
療構想調整会議）で合意を得た具体的対応方針を
100％とする

留意事項と対応

※ 「データの特性だけでは説明できない差異が生じている」とは、病床機能報告基づく地域の医療機能に過剰又は不足が生じている場合に
おいて、病床機能報告が病棟単位であることに起因する差異や、地域の実情に応じた定量的基準の導入により当該過剰又は不足について説
明ができる場合を除き、これに該当する。
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公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証要請に関する対応①【留意事項１】
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A 診療実績が特に少ない A B 類似かつ近接 B
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独立行政法人地域医療機能推進機構　群馬中央病院 6独立行政法人地域医療機能推進機構 333 5 328 0 0 0 74% ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● 3 ● ● ● ● ● 5

群馬県立心臓血管センター 8都道府県 190 15 175 0 0 0 66% ○ 3 ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 7 ● ● ● ● ● 5

群馬県済生会前橋病院 12済生会 327 63 264 0 0 0 78% ○ 3 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● 5 ● ● ● ● ● ● 6 ●

前橋赤十字病院 11日赤 586 510 76 0 0 0 86% ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ ● ● 2 ● ● ● 3

群馬大学医学部附属病院 3国立大学法人 680 635 45 0 0 0 79% ○ 3 ○ ○ ○ ○ ● 1 ● ● ● 3

独立行政法人国立病院機構渋川医療センター 2独立行政法人国立病院機構 400 0 275 25 100 0 70% ○ 4 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● 5 ● ● ● ● ● 5

群馬県立小児医療センター 8都道府県 150 41 109 0 0 0 72% ○ 4 ○ ○ ● ● ● ● ● 5 ● ● ● ● 4

伊勢崎市民病院 9市町村 494 106 388 0 0 0 80% ○ 3 ○ ○ ○ ○ ● ● 2 ● 1

一般社団法人伊勢崎佐波医師会病院 25その他の法人 255 0 205 0 50 0 74% ○ 3 ○ ○ ○ ○ ● ● ● ● ● ● 6 ● ● ● ● ● ● 6 ●

公立碓氷病院 9市町村 199 0 113 0 50 36 45% ○ 3 ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 9 ● ● ● ● ● ● 6 ●

医療法人社団日高会日高病院 20医療法人 287 4 232 51 0 0 86% ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ ● ● ● 3 ● ● 2

独立行政法人国立病院機構高崎総合医療センター 2独立行政法人国立病院機構 451 451 0 0 0 0 86% ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ ● 1 0

公立藤岡総合病院 9市町村 391 0 352 39 0 0 83% ○ 5 ○ ○ ○ ○ ○ ● 1 0

公立富岡総合病院 9市町村 334 6 328 0 0 0 88% ○ 5 ○ ○ ○ ● ● 2 ● 1

下仁田厚生病院 9市町村 144 0 48 0 96 0 73% ○ 5 ○ ● ● ● ● ● ● ● ● ● 9 ● ● ● ● ● ● 6 ●

原町赤十字病院 11日赤 223 0 139 45 39 0 77% ○ 5 ○ ○ ● ● ● ● ● ● 6 ● ● ● ● 4

西吾妻福祉病院 9市町村 111 0 74 0 37 0 68% ○ 5 ○ ○ ● ● ● ● ● ● ● 7 ● ● ● ● ● 5

独立行政法人国立病院機構沼田病院 2独立行政法人国立病院機構 179 0 110 55 0 14 69% ○ 5 ○ ○ ○ ● ● ● ● ● 5 ● ● ● ● ● 5

桐生厚生総合病院 9市町村 467 33 389 45 0 0 70% ○ 4 ○ ○ ○ ○ ○ ● 1 0

SUBARU健康保険組合太田記念病院 16健康保険組合及びその連合会 386 28 358 0 0 0 93% ○ 3 ○ ○ ○ ○ ○ ● ● 2 ● 1

館林厚生病院 9市町村 323 8 231 84 0 0 84% ○ 3 ○ ○ ○ ○ ● ● ● 3 ● ● 2

群馬県立がんセンター 8都道府県 314 0 314 0 0 0 68% ○ 3 ○ ● ● ● ● ● ● ● ● 8 ● ● ● ● ● 5

公立・公的医療機関等の具体的対応方針の再検証要請に関する対応② 【留意事項１】

国分析により「●」（「A 診療実績が特に少ない）又は「B 類似かつ近接」）が付いた領域
について、「自医療機関のあり方について」（県独自様式）により、当該領域の役割分担等に
ついて、該当医療機関に整理いただいた上で、地域全体の医療提供体制を踏まえ議論いただく。114



例）ある病院の、ある病棟

高度急性期の患者(病床)
急性期の患者(病床)
回復期の患者(病床)
空床

病床機能報告では、混
在している中で、基本
的に、一番患者数の多
い病期を当該病棟の機
能として報告する

3,000点以上

600点～3,000点未満

↑この状態で報告される

病床機能報告 地域医療構想の病床の必要量

➢ 病床機能報告では、様々な病期の患者が混在していても病棟単位で一つの機能を
選択する。

➢ 病床の必要量は、患者数をベースに病床単位で機能別の病床数を算出する。

実際の病棟内には
様々な病期の患者
が混在している

2013年度の
入院受療率
(患者数/人口)

(性・年齢階級別・４機能別)

2025年度の推計人口
（性・年齢階級別）

2025年度の医療需要推計

2025年度の病床の必要量

必ずしも
一致しない

（病床稼働率：高度急性期75％、急性期78％、回復期90％、慢性期92％）

2025年度の
医療需要推計

病床稼働率

175点～600点未満

※算出は地域全体で行うことに留意

※ 患者の１日当たりの診療行為の出
来高点数（入院基本料相当分・リハ
ビリテーション料の一部を除く）

病床機能報告と地域医療構想の病床の必要量の違い①【留意事項２】
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➢ 病床機能報告は、定性的な基準で医療機関の自主的な判断に基づき医療機能が選
択される。

➢ 病床の必要量は、定量的な基準に基づき医療機能が決定される。

➢ 「サブアキュート」「ポストアキュート」患者が両者で異なる医療機能となる可
能性がある。

医療機能 医療機能の内容

高度
急性期

・急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向
けて、診療密度が特に高い医療を提供する機能

急性期 ・急性期の患者に対し、状態の早期安定化に向
けて、医療を提供する機能

回復期 ・急性期を経過した患者への在宅復帰に向けた医
療やリハビリテーションを提供する機能。

・特に、急性期を経過した脳血管疾患や大腿骨頚
部骨折等の患者に対し、ＡＤＬの向上や在宅復
帰を目的としたリハビリテーションを集中的に
提供する機能（回復期リハビリテーション機
能）

慢性期 ・長期にわたり療養が必要な患者を入院させる機
能。

・長期にわたり療養が必要な重度の障害者（重度
の意識障害者を含む）、筋ジストロフィー患者
又は難病患者等を入院させる機能

医療機能 国の医療需要推計における
医療機能区分の内容

高度
急性期

医療資源量：3,000点以上

急性期 医療資源量：600点～3,000点未満

回復期 医療資源量：175点～600点未満
＋回復期リハビリテーション病棟入院料を算定し
た患者数

慢性期 〈一般病床〉
障害者施設等入院基本料、特殊疾患病棟入院基

本料及び特殊疾患入院医療管理料を算定している
患者
〈療養病床〉
療養病床（回復期リハビリテーション病棟入院

料を算定した患者数を除く）－医療区分Ⅰの患者
数の70%－地域差解消分

サブアキュート・ポストアキュート
患者が含まれている可能性

病床機能報告 医療需要推計

サブアキュート・ポストアキュート
患者が含まれている可能性

病床機能報告と地域医療構想の病床の必要量の違い②【留意事項２】
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病床機能報告 患者像（イメージ） 病床数の必要量

リハビリテーション

長期療養

サブアキュート
肺炎や軽度の外
傷など比較的軽症
な症状を持つ患者

の受入

ポストアキュート

急性期後の在宅
等への復帰に向け
た患者の受入

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

高度急性期

急性期

回復期

慢性期

（重症）急性期

重篤患者や全身麻酔による
手術等を要する患者の受入「病床機能報告」は病棟単位の報告であることや、定

義があいまいであるため、サブアキュート、ポストア
キュートの患者の多くは、急性期の報告の中に埋もれ
てしまっている可能性がある。

■ 病床機能報告の課題

各都道府県は、地域医療構想調整会議における議論を活性化する観点から、平成30年度中に、
医療関係者等と協議を経た上で、地域の実情に応じた定量的な基準を導入されたい。

■ 国の対応

■ 本県の対応

次の定量的な基準を用いて急性期と報告のあった病棟の診療実績を分析し、基準を満たす場
合は（重症）急性期に、満たさない場合は回復期的急性期に分類する。

※平成31年3月28日付け県内医療機関あて周知

算定式：病棟単位の月あたりの件数÷30日（※）×（50床÷許可病床数）※R4報告以降は365日

救急医療加算管理
レセプト件数

「１」以上

手術総数
算定回数

「１」以上

呼吸心拍監視
（3時間超7日以内）

算定回数

「2」以上

化学療法
算定日数

「１」以上

病理組織標本作製
算定回数

「１」以上

or or oror

分析項目
及び
基準

：

ここが不明確

※平成30年8月16日付け医政地発0816第1号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知(抜粋)

データの差異を踏まえた対応①（定量的な基準による分析）【留意事項２】

※R4報告以降は、上記項目に加え、地域包括ケア入院医療管理料１～４の病室単位の届出病床数を回復期的急性期に分類
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データの差異を踏まえた対応①（定量的な基準による分析）【留意事項２】

回復期的急性期

●便宜上、（重症）急性期に分類される病床 ： 318床
●便宜上、回復期的急性期に分類される病床 ： 188床

令和４年度病床機能報告で急性期と報告のあった圏域内の病床（506床）を分類

高度
急性期

急性期 回復期 慢性期

（重症）急性期

休棟等

444

【参考】

沼田

311

速報値

全体：1,007床

全体：861床

全体：1,007床
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現状・課題

対応の方向性

➢ 地域医療構想の策定により将来における病床の必要量の推計値をお示ししたところ。

➢ 病床機能報告の病床数と病床の必要量は、データの差異が生じるものであることな
どから、将来の医療提供体制を議論する上での目安のデータであり、削減目標や数
合わせのための数値ではないことに留意し、様々な観点を踏まえ議論することが重
要である。

➢ その上で、国の地域医療構想及び医師確保計画に関するワーキンググループにおい
ては、病床に偏った議論でなく、病院機能を踏まえた役割分担や地域固有の課題へ
の取組等に関する議論の重要性について指摘がなされた。

➢ 疾患別等の医療提供体制に関する状況（今後の医療需要のトレンドや病院ごとの診
療実績等）について議論ができるよう多角的な観点から分析を行う（令和４年度に
実施）。

➢ 具体的対応方針の協議では、施設ごとの役割・機能やその検討状況についても把握
できるよう議論の内容等について整理する（今回）。

データの差異を踏まえた対応②（多角的な分析・取組）【留意事項２】
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➢ 急性期・回復期で過剰、高度急性期・慢性期で不足（2025年の必要病床数との

単純比較）

➢ ICU等病床、地ケア病床、回リハ病床及びその医療提供量は他圏域に比
べて多い。（人口当たり又はSCRで比較）

診療報酬上の届出状況

※ICU等は全人口、地ケア、回リハ、在支は65歳以上人口で算出

推計人口 将来の医療需要等の推計

➢ 人口は既に減少局面
➢ 高齢者人口も2040年にかけて減少傾向だが、生産年齢人口の減少幅が大
きく高齢化率は上昇

国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30（2018）年推計）」
※ 2025年、2040年における増減はそれぞれ2015年と比較したもの。

➢ 全体の入院需要は2030年頃でピークアウト
➢ 呼吸器系の疾患を除き、2015年から2040年にかけて、入院需要は減少
➢ 妊娠、分娩、周産期に係る疾患について、2015年から2040年にかけて、50％程度の減
※ 急性期の医療ニーズについて、がん、虚血性心疾患は減少、脳梗塞は、急性期の治療件数が入院患者全体の増加ほどは伸び
ないことが見込まれるとの国の報告にも留意。

医療機能

患者の受療動向及び診療領域ごとの状況等
➢ 自圏域の自足率が高い。
➢ 入院患者（DPCデータ）は脳卒中、心疾患は沼田脳外に集中している傾向があり、それ以外
は利根中が中心となって患者を受け入れている。なお、がんにおいては沼田も受入れが多い。

※ 個別病院の入院患者の受入れ状況はDPCデータに基づくもので、DPC対象施設の急性期医療を中心とした記載

2015 2025 2040

人口 83,407 71,843(14%減) 55,350(34%減)

うち65歳以上 27,092 28,023( 3%増) 25,160( 7%減)

うち75歳以上 14,784 16,054( 9%増) 16,083( 9%増)

高齢化率 32.5％ 39.0％ 45.5％

種別 届出状況
人口１万人あたりの

施設数（※）
内訳

ICU等 12床 1.58 利根中央１２

地ケア 179床 63.73
内田２０、群馬パース３２、上牧温泉３０、利根中央４

２，沼田５５

回リハ 123床 43.79 内田５０、利根中央３３、月夜野４０

在支 8機関 1.95 支援病2、在後病1、支援診５

領域 圏域内における状況

がん

• 将来の医療需要は2025年頃までほぼ横ばいで、その後減少傾向。

• 入院患者の自足率は52.8％で、前橋に12.4％、渋川に34.8％の流出がみられる。

• 利根中、沼田では、呼吸器系、消化器系を中心に受け入れている。

• 流出先の前橋、渋川では幅広いがんに対応している。

脳卒中

• 将来の医療需要は2030年頃にかけて約5％増加するが、その後減少傾向。

• 入院患者の自足率は72.7％で、吾妻に20％程度入院患者が流出している一方、救急搬送

を契機とした入院の自足率は81.3％と高くなる。

• 救急搬送を契機とした入院の流入率は45.8％と高く、主に吾妻、渋川から流入している。

• 沼田脳外で実績が多く、入院患者への対応は、特定の病院に集中している傾向。

心疾患

• 将来の医療需要は2030年頃にかけて約6％増加するが、その後減少傾向。

• 入院患者の自足率は84.6％、救急搬送を契機とした入院の自足率は93.3％と高い。

• 救急搬送を契機とした入院の流入率は33.3％で、主に吾妻、渋川から流入している。

• 入院患者への対応は、沼田脳外を中心に受け入れており、心筋梗塞や狭心症の入院患者

への対応は沼田脳外、利根中で、心不全は比較的幅広い病院で対応している。

肺炎

• 将来の医療需要は2030年頃にかけて約12％増加するが、その後減少傾向。

• 入院患者の自足率は100％で、他圏域からの流入率は5.3％となり、他疾患と比較すると

流入率は低い傾向。

• 入院患者への対応は、利根中を中心に幅広い病院で対応している。

骨折

• 将来の医療需要は2030年頃にかけて約4％増加するが、その後減少傾向。

• 入院患者の自足率は95.9％と高く、他圏域からの流入率は11.4％。

• 入院患者への対応は、利根中を中心に幅広い病院で対応している。

〔全疾患〕入院医療需要の推計結果

平成２７年（２０１５年）を１００とした時の主な疾患の医療需要の増加率の推計

データの差異を踏まえた対応②（利根沼田保健医療圏の概況）【留意事項２】
利根沼田保健医療対策協議会病院等機能部会（R4.10.12）
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➢ 病床機能報告と地域医療構想の病床の必要量における算出方法等の違いにより、一定程度データに
差異が生じる。

➢ サブアキュート・ポストアキュート患者により生じうるデータの差異の課題については、定量的な
基準により「（重症）急性期」と「回復期的急性期」の分類を行い、対応した。

➢ これまでの報告結果に関する議論等を踏まえると、データの差異は、病床機能報告が「病棟単位で
報告」されることによるところが大きいと考えられる。ただし、どれくらいの差異が生じているの
かの定量化や解決に向けた方策について現時点で提示することは困難である。

➢ 疾患別等の多角的な観点から地域の医療提供体制の状況を確認すると、2025年に向けて、地域にお
いて（場合によっては圏域をまたいで広域的に）各医療機関が役割分担・連携しながら効率的で質
の高い医療提供体制の構築に尽力いただいているといえる。

※ 心不全や肺炎、骨折等、今後医療需要が増加する疾患があるなど、医療需要のトレンドは疾患ごとに異なるため、引き続き、将来の

医療需要等を見据えた地域の議論や各医療機関の検討が重要となる。

現状等に関するまとめ

病床機能報告と病床の必要量の比較で生じる差異に関する整理

県の整理・方針案

➢ データの特性だけでは説明できない明らかな差異は生じていないと整理したい。

➢ 引き続き、病床機能の分化・連携に関する議論を進めつつ、多角的な観点を踏まえ、地域固有の課
題に対する取組や今後の医療・介護需要の変化に対応したサービス提供体制に係る議論等を推進す
ることが重要と考える。

■県内の取組事例

・例１：【遠隔医療】オンライン診療ステップアップ・プログラム（富岡保健医療圏）
・例２：【心血管疾患】運動負荷試験を使った心不全の早期診断に関する地域連携事業（前橋保健医療圏）
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➢ 厚生労働省から改めて整理の上、示されることとなっていた今後の進め方については、「2022年度及び2023年度
において、公立・公的・民間医療機関における対応方針の策定や検証・見直しを行う」こととされた。

➢ このうち、公立病院については、「公立病院経営強化プラン」を具体的対応方針として策定することとされ、策定
に当たり、「策定段階から地域医療構想調整会議を活用して関係者の意見を聴くなど、丁寧な合意形成に努めるべ
き」であるとされた。

➢ 各保健医療圏において地域保健医療対策協議会（地域医療構想調整会議）を開催し、改めて地域の現状や課題、将
来の方向性等について、データ等に基づき協議・共有した上で、各医療機関において、地域医療構想を踏まえた対
応方針の策定や検証・見直しができるよう取り組んでいく。

➢ 平成28年度に地域医療構想を策定した後、平成30年２月７日付け「地域医療構想の進め方について」（医政地発
0207第１号厚生労働省医政局地域医療計画課長通知）により、各医療機関における具体的対応方針の策定が求めら
れ、本県では平成30年度までに全ての対象医療機関において具体的対応方針が策定され、各保健医療圏の地域保健
医療対策協議会（地域医療構想調整会議）において協議が完了している。

➢ 厚生労働省による診療実績等の分析が行われ、令和２年１月17日付け「公立・公的医療機関等の具体的対応方針の
再検証等について」（医政発0117第４号厚生労働省医政局長通知）により、公立・公的医療機関等の具体的対応方
針の再検証等が要請された。

➢ その後、新型コロナウイルス感染症対応に配慮し、再検証等の期限を含め、今後の進め方については、厚生労働省
において改めて整理の上、示されることとなった。

これまでの経緯

国通知を踏まえた対応の方向性

➢ 【厚生労働省】令和４年3月24日付け「地域医療構想の進め方について」（医政発0324第６号厚生労働省医政局長通知）
➢ 【総務省】令和４年３月29日付け「公立病院経営強化の推進について（通知）」（総財準第72号総務省自治財政局長通知）

地域医療構想のこれまでの経緯及び国通知を踏まえた対応の方向性

参考：利根沼田保健医療対策協議会（R4.6.20）
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１．紹介受診重点医療機関について

2



紹介受診重点医療機関とは

• 紹介患者への外来を基本とする医療機関。

• 地域医療支援病院や特定機能病院に加えて、紹介患者への外来を基
本とする医療機関となる。

• 手術・処置や化学療法等を必要とする外来、放射線治療等の高額な
医療機器・設備を必要とする外来を行う。
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紹介受診重点医療機関を明確化することとなった背景

【対応策】

紹介受診重点医療機関を選定・公表することで、

外来機能を明確化し、患者の流れの円滑化を図る

【課題】

一部の医療機関に患者が集中しており、以下の問題が発生している。

• 外来患者の待ち時間増加

• 勤務医の外来負担

【原因】

患者が医療機関を選択するにあたり、十分な情報が得られていない。
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紹介受診重点医療機関の選定方法

• 医療機関の意向が第一とした上で、地域の医療提供体制のあり方と
して望ましい方向性について、関係者間で十分に協議。

• 医療資源を重点的に活用する外来に関する基準の適合状況を確認。
（初診基準40%以上 かつ 再診基準25%以上）

• 意向と基準が合致しない医療機関については、協議を行う。
• 最終的に、意向と協議の場での結論が合致したものに限り公表する。
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紹介受診重点医療機関の協議内容

＜具体的水準＞
紹介率50%以上かつ逆紹介率40%以上

※選定される場合、基準を満たす蓋然性・
スケジュールについて説明（公表を検討）
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（参考）初診・再診基準 及び 紹介率・逆紹介率について

初診基準：
紹介受診重点外来の件数※

初診の外来件数

再診基準：
紹介受診重点外来の件数※

再診の外来件数

※紹介受診重点医療機関：以下のいずれかに該当する外来。
• 医療資源を重点的に活用する入院の前後（30日間）の外来
• 高額等の医療機器・設備を必要とする外来
• 特定の領域に特化した機能を有する外来（紹介患者に対する外来等）

紹介率：
紹介患者数

初診患者数

逆紹介率：
逆紹介患者数

初診患者数
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紹介受診重点医療機関選定にかかるスケジュール

• 今夏の協議は、令和４年度外来機能報告の結果に基づき行う。
• 令和５年度末までに、再度、令和５年度外来機能報告の結果に基づ

いた協議を行い、紹介受診重点医療機関を選定する必要がある。

※ 紹介受診重点医療機関は、協議結果の公表をもって更新されます。

６～７月 ８月 ９月 10～
11月

12月 １～３月

保健福祉事務所
保健所

事前調整 協議の場の開催 事前調整 協議の場の開催

医務課 公表 公表

医療機関 必要に応じて
協議の場に参加

報告準備
報告
期間

必要に応じて
協議の場に参加

国 報告依頼 集計

令和４年度報告 令和５年度報告
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（参考）地域医療支援病院 及び 特定機能病院の扱い

• 地域医療支援病院・特定機能病院は、紹介受診重点医療機関の基準
を満たすことが想定される。

• 基準を満たす場合は、原則として紹介受診重点医療機関となること
が望ましい。

• 基準を満たさない場合は、本来担うべき役割（医師の少ない地域の
支援、医療従事者に対する研修の実施、等）を踏まえ、地域の外来
提供体制において果たす役割を協議の場で確認する。

（参考）

地域医療支援病院 特定機能病院
役割 ○紹介患者に対する医療の提供

○医療機器の共同利用の実施
○救急医療の提供
○地域の医療従事者に対する研修

○高度の医療の提供
○高度の医療技術の開発・評価
○高度の医療に関する研修
○高度な医療安全管理体制
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【一般病床200床以上の病院】

• 紹介状のない患者等が受診する場合の定額負担の徴収の対象（例外規定あり）。

• 紹介受診重点医療機関入院診療加算（入院初日に800点）を算定できる。
（※地域医療支援病院入院診療加算(1000点)は別に算定できない。）

（参考）紹介受診重点医療機関になることで期待できる効果

【すべての医療機関】

• 200床未満の病院又は診療所から紹介された患者に対して、

連携強化診療情報提供料（旧：診療情報提供料Ⅲ）を毎月算定できる。

• 紹介受診重点医療機関である旨の広告が可能となる。

（参考）
• 定額負担：特定機能病院、地域医療支援病院に加えて紹介受診重点医療機関も

対象病院となった。
• 連携強化診療情報提供料：紹介受診重点医療機関であれば、紹介元の医療機関に

施設基準上の規定がない。
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（参考）紹介受診重点医療機関Q&Aより抜粋

（参考資料）
• 「外来機能報告等に関するガイドライン（令和５年３月３１日改正）」
___________________________________________________

• 外来機能報告について (mhlw.go.jp)
• PowerPoint プレゼンテーション (mhlw.go.jp) （←診療報酬関係）

• 紹介受診重点医療機関のない二次医療圏が出来ることも考えられる。

• 紹介受診重点医療機関の公表日は、１日付けとする。

• 診療報酬の加算開始時期の詳細については、算定要件を確認されたい。

• 外来機能報告の結果については、病床機能報告と同様に公開する。

• 意向と基準が合致していない医療機関が紹介受診重点医療機関となるか否かは、

地域の外来医療の状況により判断される。都道府県で一律の判断とはならない。

• 紹介受診重点医療機関とならない地域医療支援病院については、地域における当

該医療機関の機能について、協議の場で確認を行う。
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https://www.mhlw.go.jp/content/12400000/000920428.pdf


２．利根沼田医療圏の協議対象医療機関
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紹介受診重点医療機関選定にかかる
協議の対象となる医療機関(利根沼田)

◆意向あり × 基準を満たす

医療機関名 意向 初診基準 再診基準

沼田脳神経外科循環器科病院 ○ 50.4% 44.9%

初診基準（初診の外来件数のうち「紹介受診重点外来」の件数の占める割合）:４０％以上
再診基準（再診の外来件数のうち「紹介受診重点外来」の件数の占める割合）:２５％以上
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